
※四捨五入のため積上げと計が一致しない箇所がある

（参考）

　平成２２年度以降の震災対応予算の累計は、６兆２，７４９億円（総会計）

うち 震災対応分 286,670 310,076 △ 10,430 299,646 104.5

計（総会計） 1,606,713 1,756,465 △ 50,700 1,705,764 106.2

うち 震災対応分 84 391 △ 11 379 453.7

公 営 企 業 会 計 25,762 47,770 569 48,338 187.6

うち 震災対応分 712 790 0 790 111.0

準公 営 企業 会計 16,589 4,047 △ 34 4,012 24.2

うち 震災対応分 3,577 2,438 777 3,215 89.9

特 別 会 計 454,715 433,704 6,377 440,080 96.8

うち 震災対応分 282,298 306,457 △ 11,195 295,261 104.6

一 般 会 計 1,109,647 1,270,945 △ 57,611 1,213,334 109.3

平成３０年度
最終予算額

 A

令和元年度予算額 対前年度比較
(B/A)×1002月現計予算額 今回補正額 補正後予算額 B

令和元年度２月補正予算（第６号）案の概要

Ⅰ　予算編成の考え方

○ 　今回の補正予算は、東日本大震災関連の経費として、東日本大震災復興交付金の第２６

回申請に係る交付見込額の基金積立や、お寄せいただいた寄附金の東日本大震災みやぎこ

ども育英基金及び東日本大震災復興基金等への積立に係る経費などを予算化

○ 　歳入予算では、県税、地方譲与税等の増収を見込む一方、将来負担の軽減を図るため、

元利償還への財源措置のない退職手当債の発行を回避するとともに、翌年度以降の財源不

足に備えるため、財政調整基金の取崩しを一部取り止め、残高を確保

　※平成２２年度から平成３０年度は最終予算額、令和元年度は２月補正（第６号）後現計の累計

○ 　また、台風第１９号関連では、市町村等において年度末に多額の資金需要が発生する場

合に備え、災害復旧資金の長期貸付に要する経費を予算化

○ 　このほか、所要額の精査や事業の執行状況、財源の確定見込み等を踏まえて計数整理を

行うとともに、将来の財政負担に備えて特定目的基金への積立を行い、残高を確保

Ⅱ　予算規模

（単位：百万円，％）
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